




以下 ｢諮問委員会｣) が,     年  月に発表
したレポート (                                                     , 以下 ｢ボスキンレポート｣) に対す
る, 米国労働統計局 (                      , 以下    ) による    年６月のレ
ポート (                                        , 以下 ｢   レポート｣)
の意義を明らかにすることにある｡
本稿執筆の動機は次の４点にある｡ 第一に,




(    ), 宇都宮浄人 (    ), 日本銀行調査















１.    レポートの位置付け ‒ . 背景および構成 ‒ . 目的および位置付け ‒ . 生計費指数の枠組みにおける   
２. 各種バイアス推計値に対する見解 ‒ . 代替バイアス ‒ . 新製品・品質変化バイアス ‒ . 新店舗バイアス
３. 各種提言に対する見解 ‒ . 短期的提言 ‒ . 中期的提言 ‒ . 長期的提言
















点にある｡ その結果, 日本や欧州でも    
のバイアスへの関心が高まり, 例えば, 白塚






































応して公表された｡       (    ) によれ
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には, ｢上位代替バイアス｣ と ｢下位代替バイ
























対応｣ および ｢   の対応｣ を求めたこと
から,    レポートは ｢諮問委員会の知見
に対する   の対応をまとめたもの｣ とな
る４)｡    レポートの構成は, ｢Ⅰ. 導入｣,
｢Ⅱ. 生計費の枠組みにおける   ｣, ｢Ⅲ.
諮問委員会によるバイアス推計の批評｣, ｢Ⅳ.
短期的提言｣, ｢Ⅴ. 中期的提言｣, ｢Ⅵ. 長期














   作成に関わる   レポート (    ) の意義と役割    
あるが, ボスキンレポートの推計では, ｢新製
品バイアス｣ と ｢品質変化バイアス｣ を併せた
推計が行われた｡ これは, ｢上位代替バイアス｣












３) なお,     年の米国の歳入, 歳出, 収支はそ
れぞれ１兆    億ドル, １兆    億ドル, －    億ドルであったことからも, 上方バイア
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８) ここで, 都市消費者 (              )
とあるのは, 米国   の作成系列に依拠して
いるためである｡    (    ) によれば, 現在
の米国   の作成系列は, ①                       (   ‒ ) (    年１月～), ②                            ( ‒   ‒ ) (    年８月～), ③                                      (   ‒ ) (最も古い系列｡ 対象を単身者世帯まで拡
大し, 現在の対象人口となったのは    年１月








































｢リンゴ｣ 等の基本指数 (         , 品目
別価格指数を指す｡) に集計する｡ 上位集計






















と前提し,    による研究 (                    ) を引用した｡ 同研究は    
   作成に関わる   レポート (    ) の意義と役割    
  ) 無論,    指数自体の妥当性という問題も
ある｡                (    ) でも,
｢同手法はすべての財の間での代替弾力性がす
べて同一であると仮定するが, この仮定は現実
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と ｢住居｣ 以外の品目に対して) のデータに対
して指摘された問題で,    の計算に必要とな
るウエイトデータに起因する｡ 米国   のウ




































のカテゴリ (｢燃料｣, ｢仕送り｣, ｢家事提供
サービス｣, ｢他の私的交通｣, ｢公共交通｣,














ゴリ (｢住居｣, ｢被服及び扶養費｣, ｢新車｣,
｢中古車｣) では, 諮問委員会の推定に問題が
あると主張した｡ 例えば ｢家賃｣ について,
諮問委員会は,     年から    年までの家賃















サービス｣, ｢娯楽品｣, ｢介護費｣) は, 主に
医療とハイテク消費財のふたつの領域を含む｡   は, 諮問委員会の推定値にはある程度
の憶測が含まれると反論した｡ 諮問委員会が











































































































































































   作成に関わる   レポート (    ) の意義と役割    
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４. BLS レポートの示唆
























































































































































れた上方バイアス, 特に ｢代替バイアス｣ は,   と何らかの正しい, 理想的な指数 (ここ
では ｢真の指数｣ と呼ぶこととする) との差
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[  ] 荒田健次 (    ) ｢消費者物価指数を
巡る議論について｣ 『郵政研究所月報』    年４月号｡
[  ] 宇都宮浄人 (    ) ｢   の誤差を巡
る議論について｣ 一橋大学経済研究所｡





[  ] 清水誠 (    ‒    ) ｢米国   をめ
ぐる議論 ( ‒ )｣ 『統計』     年  月号－    年４月号｡
[  ] 白塚重典 (    ) ｢物価指数の計測誤
差と品質調整手法：わが国   からの
教訓｣ 『金融研究』 第  巻第１号｡
[  ] 菅幹雄 (    ) 『物価指数の測定論
ミクロデータによる計量経済学的接
近 』 日本評論社｡




[  ] 日本銀行調査統計局 (    ) ｢物価指
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上位代替バイアス 推計値について基本的に同意｡    の研究                  (    ) に基づく｡
新製品・品質変化バイアス バイアスが指摘された  のカテゴリのうち, ９つのカ


























































定する予定｡ また,     年１月の   から反映させる予定｡     年
には, 下位集計レベルの  ％で幾
何平均を採用した｡
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表２ (つづき)
＜中期的提言に対する見解＞





































































ことで,    の正確性を向上できることに同意｡               (    )｡強い価格均衡仮定を持つ手法 (オ
ーバーラップ法, リンク法) によ
って指数が２％ (    )～   ％
(    ) 下落｡
新たなデータ収集の取り組
みを行うべき｡ 特に, 時間
利用に関して｡
同意｡
